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電子帳簿保存法対応セミナー
2021年11⽉10⽇（⽔）

  講師：ＴＯＭＡコンサルタンツグループ㈱ 取締役 中小企業診断士 持木 健太
立教大学理学部物理学科卒業。ＤＸ推進の総責任者として、テレワーク環境構築・ペーパーレス化・電子帳簿保存法対応・
ビジネスモデルの再構築などで活躍中。
企業の労働生産性向上や付加価値向上を目指して、中小企業から上場企業まで幅広く対応している。

※セミナーレジュメの無断転載はご遠慮ください

※セミナー参加のお客様は上記書籍１割引で販売（直販の場合）

 ◆ＴＯＭＡのメールマガジン「明るく元気前向き通信」（無料）
  元気が出る言葉・経営・税務・労務等のお役立ち情報

ＴＯＭＡホームページ  https：//toma.co.jp またはＱＲコードより登録→

◆業務内容：経営全般・１００年企業創りコンサルティング・理念経営・経営計画

税務・財務・リスクマネジメント・経営・再生・ＩＴ活用・業務改善

相続・事業承継・会計・監査・人事・労務・グローバルサービス

法務・行政手続登記業務・医療・介護関連事業・資産有効活用 ほか

◆無料相談承ります(事前にご予約下さい。初回のご相談は無料)

◆経営革新等支援機関 認定

◆執筆 監修 ＴＯＭＡコンサルタンツグループ (税込)

【新刊】 中小企業の事業承継はじめに読む本             1,815円

 永続企業の創り方10ヶ条                               1,540円

 中小企業のための成功する事業承継                     1,540円

 過重労働防止の実務対応                               2,750円

 法人税の実務Ｑ＆Ａ「寄付金・交際費」                 3,960円

ＴＯＭＡグループ：税理士20名・国税局OB税理士9名・公認会計士4名・特定社会保険労務士7名・社会
保険労務士1名・中小企業診断士4名・司法書士6名・行政書士5名・不動産鑑定士1名・土地家屋調査
士1名・宅地建物取引士3名・M＆Aシニアエキスパート5名・人事労務コンサルタント25名・経営コンサルタ
ント10名・医療経営コンサルタント10名・ＩＴコンサルタント15名・CＦＰ/AFP4名・相続診断士1名・賃貸不
動産経営管理士2名・知的資産経営認定士1名・登録政治資金監査人1名ほか 総人数200名
第1回会計事務所甲子園準優勝
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持木健太（ﾓﾁｷｹﾝﾀ）

１９７５年６月生まれ
神奈川県出身

中小企業診断士
ＩＴ経営コンサルタント

mochiki-k@toma.co.jp

【経歴】

■立教大学 理学部物理学科卒業
■３０歳のときにＴＯＭＡコンサルタンツグループに入社
■会計、販売、在庫管理システムの導入支援を担当
■システム導入経験を活かして業務改善 コンサルティングを
立ち上げる
■現在は、ＤＸ推進の総責任者としてテレワーク環境構築・
ペーパーレス化・電子帳簿保存法対応・ビジネスモデルの
再構築などで活躍中。
■企業の労働生産性向上や付加価値向上を目指して、
中小企業から上場企業まで幅広く対応している。

【実績】

内容 業種 従業員数

効率化・品質向上・ＣＳアップ 教育サービス業 400名

ＲＦＰ作成・ベンダー選定 音響機器リース業 200名

電子帳簿保存申請支援 小売業 2,800名

業務フロー再構築・在庫改善 卸売・小売業 500名

業務の可視化・人材育成 不動産業 30名

mailto:mochiki-k@toma.co.jp
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コンサル実績

電子帳簿保存法対応コンサルティング

企業 事業内容 従業員数 対象帳票・帳簿 内容

A社 小売・レンタル 2,500名

・総勘定元帳、仕訳帳（帳簿）

・棚卸表（書類）

・棚卸差異表（書類）

・既存システムの診断分析

・国税局への事前相談

・申請書作成

B社 電子部品の卸売 3,000名
・領収書（スキャナ）

・請求書（スキャナ）

・業務分析、業務フロー図作成

・申請書、事務手続資料、規程の作成

・システム導入支援

C社
工業用ゴム・プラスチック製
品等の製造・販売

500名

・総勘定元帳、仕訳帳（帳簿）

・納品書控、請求書控（書類）

・見積書控、発注書控（書類）

・業務分析、業務フロー図作成

・申請書、事務手続資料、規程の作成

・システム導入支援

D社
各種仮設機材のレンタル・
技術サポート

750名
・納品書控、請求書控（書類）

・領収書、請求書（スキャナ）

・業務分析、業務フロー図作成

・申請書、事務手続資料、規程の作成

・システム導入支援

E社
業務用カラオケ事業・

音楽・映像ソフト事業
1,200名

・領収書（スキャナ）

・請求書（スキャナ）

・業務分析、業務フロー図作成

・申請書、事務手続資料、規程の作成

・システム導入支援

F社 建築・外装等の塗料卸売 60名
・納品書控、請求書控（書類）

・受領書（スキャナ）

・業務分析、業務フロー図作成、改善指導

・申請書、事務手続資料、規程の作成

・システム導入支援
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他100件以上の実績 2021年7月時点
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本日のセミナー内容

1.  電子帳簿保存法創設の背景

2.  国税関係帳簿書類とは

3.  電子帳簿保存法の概要

4.スキャナ保存導入のポイント

5.電子取引の要件について

6.令和3年度 税制改正について

7.電子帳簿保存法対応コンサルティング

8.  帳票電子化コンサルティンティング

3
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【アンケート】
テレワークを実施する上での課題は何ですか？
※複数回答可

4

①紙の押印や承認業務の存在

②ノートPCなどハードウェアの準備

③セキュリティを考慮した外部アクセス

④就業規則などのルール変更
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1.電子帳簿保存法創設の背景
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1.電子帳簿保存法創設の背景

電子帳簿保存法とは？

6

国税関係帳簿

国税関係書類

電子取引 る電子取引に係る
電磁的記録

e-文書法

電子帳簿保存法

税法等で備付け・保存義務のある国税
関係帳簿書類
⇒事前承認で電子帳簿保存を容認

約250本の法律によって保存義務
を原則、法改正せずに法定保存文書
の電子保存を容認

電子取引に係る電磁的記録
⇒保存を義務付け
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1.電子帳簿保存法創設の背景

年度 内容

平成１０年度
「電子帳簿保存法」が施行
※自己が作成する帳簿・書類のみ

平成１７年度
スキャナ保存制度の導入
※要件が紙保存より厳しく浸透せず

平成２７年度
スキャナ保存制度の要件緩和
※契約書・領収書等の３万円以上も可能

平成２８年度
スキャナ保存制度の要件緩和
※スマホ・デジカメ等の機器で読み取り可能

令和元年度
請求書・領収書等の電子化要件緩和
スキャナ保存の期間制限の緩和

令和２年度
電子取引を行った場合の保存要件の緩和
※具体的な運用指針となるQ&Aも公表

令和３年度
承認制度の廃止、罰則の明確化
要件大幅緩和（入力期間、適正事務処理要件など）
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2.国税関係帳簿書類とは
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電子帳簿保存法で定義されている電子保存対象

9

電帳法の対象

仕訳帳
総勘定元帳

（補助元帳）
売上台帳
仕入台帳
現金出納帳
固定資産台帳
売掛金台帳
買掛金台帳
・・・・

国税関係帳簿

貸借対照表
損益計算書
試算表
棚卸表
・・・

決算関係書類

国税関係書類

取引関係書類

自己が発行
した書類

相手から受領
した書類

見積書控
発注書控
納品書控
請求書控
・・・

領収書
請求書
納品書
見積書
・・・

電子取引

請求書
領収書
見積書
納品書
注文書
注文請書
契約書
・・・

電帳法４条１項 電帳法４条２項 電帳法４条３項 新電帳法７条

1.電子帳簿保存法の概要
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3.電子帳簿保存法の概要
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3.電子帳簿保存法の概要

11

国税関係書類

国税関係帳簿

自己が最初の記録段階から一貫して電子計算機を
使用し作成する帳簿・書類

業務ＤＢ 会計ＤＢデータ入力

入力の最初から最後まで電子計算機の使用を貫く

帳簿のデータ保存（電帳法第4条第1項）

書類のデータ保存（電帳法第4条第2項）

国税関係帳簿書類の保存要件

全部又は一部の電子保存が可能
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3.電子帳簿保存法の概要

電磁的記録の保存要件

12

要件 項目 内容

真実性の確保 訂正・削除履歴の確保 データの訂正や削除、追加等の事実が確認
できるか、訂正削除できないシステム又はこ
れらの履歴が残るシステムか

相互関連性の確保 他の国税関係帳簿・国税関係書類と相互
に関連する項目を持ち、互いに確認できる
か

関係書類等の備付け データ作成にあたり、社内で決められた適切
な規定に基づいて入力・保存ができているか

可視性の確保 見読可能性の確保 保存データはディスプレイ及びプリンター等に
整然とした形式及び明瞭な状態で出力可
能か

検索機能の確保 保存データは、求められた記録を速やかに検
索することができるか
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4.スキャナ保存導入のポイント
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重要書類と一般書類について
重要書類 一般書類

資金や物の流れに直結・連動する書類 資金や物の流れに直結・連動しない書類

・契約書
・領収書
・請求書（支払通知書）
・納品書
・送り状
・輸出証明書
・預り証
・借用証書
・預金通帳
・小切手/約束手形
・有価証券受渡計算書
・社債申込書
・契約の申込書（定型的約款無し）

※上記書類の写し
⇒請求書（控）・納品書（控）など

・見積書
・注文書
・検収書
・入庫報告書
・貨物受領証
・契約の申込書（定型的約款有り）
⇒保険の申込書、携帯電話の申込書等

※上記書類の写し
⇒見積書（控）・注文書（控）など
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4.スキャナ保存導入のポイント

15

①
A（従業員）が受領・スキャンし、
社内PC・クラウド等に転送

②
タイムスタンプ
付与

④④
C（A,B以外の第三
者）が事後検査

⑤ 原本廃棄

ﾀｲﾑ ×

③
B（経理担当者等）
が内容確認

ﾀｲﾑ

領収書等に署名後スキャン

【スマートフォン等を利用した立替精算の申請フロー】
●現行法

3営業日以内 原本照合は不要 最低1年に1回

①
A（従業員）が受領・スキャンし、
社内PC・クラウド等に転送

②
タイムスタンプ
付与

④④
C（A,B以外の第三
者）が事後検査

⑤ 原本廃棄

ﾀｲﾑ ×

③
B（経理担当者等）
が内容確認

ﾀｲﾑ

署名は不要

●改正後 ※令和4年1月以降

2ヶ月＋7営業日以内 原本照合は不要 不要
スキャン後
廃棄可能

使い回し対策は？ 偽造対策は？ 内部統制として
の必要性は？

画像に不備
があったら？
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4.スキャナ保存導入のポイント
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①
A（従業員）が
スキャン・画像確認

③
B（経理担当者等）が
内容確認

②
タイムスタンプ
付与

④④
C（A,B以外の第三
者）が事後検査

⑤ 原本廃棄

原本と画像照合

ﾀｲﾑ ×

【請求書の支払依頼フロー】

ﾀｲﾑ

●現行法

2ヶ月＋7営業日以内 最低1年に1回

●改正後 ※令和4年1月以降

①
A（従業員）が
スキャン・画像確認

③
B（経理担当者等）が
内容確認

②
タイムスタンプ
付与

④④
C（A,B以外の第三
者）が事後検査

⑤ 原本廃棄

ﾀｲﾑ ×ﾀｲﾑ

2ヶ月＋7営業日以内 原本照合は不要 不要
スキャン後
廃棄可能

内部統制として
の必要性は？

画像に不備
があったら？

偽造対策は？
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4.スキャナ保存導入のポイント

 スキャナ保存導入の８要件

17

１．入力要件 ３．電子計算機処理ｼｽﾃﾑの要件

ﾀｲﾑ

４．入力者等の情報の確認

入力者 監督者

５．スキャニングした書類と帳簿
との関連性の確保

ﾀｲﾑ

６．可視性の確保

７．システムの概要書等の備付け ８．検索機能の確保

金額年月日

２．適正事務処理要件
受領 入力 チェック

緩和

緩和

廃止 緩和
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4.スキャナ保存導入のポイント
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１．入力要件 ※【１】もしくは【２】のどちらかで入力、一般書類は【３】を含む。

この「入力」とは、スキャナで読み取った後、国税関係書類にタイ
ムスタンプを付し、当該電磁的記録に係る訂正又は削除の履歴等が
確保された状態にするまでをいう。

【１】早期入力方式

書類の作成または受領後、経理担当者等が“速やかに（おおむね7営業日以内）”スキャン・タイム
スタンプを付与。

★受領者本人が入力★

書類の作成または受領者が、作成・受領後“特に速やかに（おおむね3営業日以内）”に署名、タイ
ムスタンプを付与することが必要

【２】業務処理サイクル方式

業務の処理に係る通常の期間（最長2ヶ月）を経過した後、速やかに（おおむね7営業日以内）
スキャン・タイムスタンプ付与。 ⇒最長2ヶ月＋おおむね7営業日以内

【３】適時入力方式 ■一般書類のみ■

入力期間の制限なく適時に入力できる。

緩和

現行法
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4.スキャナ保存導入のポイント
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１．入力要件 ※特に速やか（3営業日以内）方式は廃止、一般書類は期間の制限なし

この「入力」とは、スキャナで読み取った後、国税関係書類にタイ
ムスタンプを付し、当該電磁的記録に係る訂正又は削除の履歴等が
確保された状態にするまでをいう。

★受領者本人が入力★

書類の作成または受領者が、作成・受領後“特に速やかに（おおむね3営業日以内）”に署名、タイ
ムスタンプを付与することが必要（規則3⑤二ロ）

【２】業務処理サイクル方式

業務の処理に係る通常の期間（最長2ヶ月）を経過した後、速やかに（おおむね7営業日以内）
スキャン・タイムスタンプ付与。 ⇒最長2ヶ月＋おおむね7営業日以内 ※規程の作成は必要

【３】適時入力方式 ■一般書類のみ■ ※令和４年１月以降に保存すれば過去分も電子化可能

入力期間の制限なく適時に入力できる。

緩和

改正後

【１】早期入力方式

書類の作成または受領後、経理担当者等が“速やかに（おおむね7営業日以内）”スキャン・タイム
スタンプを付与。
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4.スキャナ保存導入のポイント
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１．入力要件

【一般書類の例】

①保険契約申込書、電話加入契約申込書、クレジットカード発行申込書のように別途定型的な約款が
あらかじめ定められている契約申込書

②口座振替依頼書

③棚卸資産を購入した者が作成する検収書、商品受取書

④注文書、見積書及びそれらの写し

【過去分重要書類】

基準日が2022年1月以降の適用届出書を提出した場合には、一定の要件を満たすことで、
2021年12月以前に作成または受領した書類についてスキャナ保存をすることが可能。
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4.スキャナ保存導入のポイント
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国税関係書類の作成または受領からスキャナでの読み取り等の各事
務について、その適正な実施を確保するために必要なもの。
【１】～【３】の規程を定めて各事務を処理すること。

【１】相互けんせい

・相互に関連する当該各事務について、それぞれ別の者が行う体制。
・受領者・経理担当者（スキャン実施者又はスキャン担当者）・検査担当の最低3名が必要。
・経理担当者が画像等の確認を行う場合、必ずしも原本を確認しなくてもいい。(特に速やか方式）
（平成28年9月30以後の申請）

【２】定期的なチェック

・各事務に係る処理の内容を確認するための定期的な検査を行う体制及び手続き。
・定期検査を終了するまで、原本は本店・支店・事務所・事業所等で保存する。
・定期検査は1年に1回以上⇒事業規模に応じておおむね5年のうちにすべての事業所の検査でも可

【３】再発防止策

・各事務に係る処理に不備があると認められた場合において、その報告、原因究明及び改善のため
の方策の検討を行う体制。

２．適正事務処理要件 ※一般書類には、この要件は不要。

受領 入力 チェック

廃止
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「原稿台と一体となったものに限る」が廃止され、スマホ・デジカ
メも対象となる。
今後の通達等でスマホ等の機器が明記されると思われる。

【１】スキャニング時の解像度・階調

・25.4mmあたり200ドット以上で読み取るものであること。
〈例：Ａ４サイズの紙の場合…約388万画素〉

・赤色、緑色及び青色の階調がそれぞれ256階調以上で読み取るものであること。

※タイムスタンプ付与が絶対必要条件ではなくなった。３．電子計算機処理ｼｽﾃﾑの要件

ﾀｲﾑ

★一般書類をスキャナ保存する場合★

白色から黒色までの階調が256階調以上で読み取るものであること。

【２】タイムスタンプ

・スキャンデータに対し、正しくスキャニングされていることを確認し、その都度、タイムスタン
プを付与する。

・１ファイルごとにタイムスタンプをその都度付することが必要です。なお、複数ファイルへ１つ
のタイムスタンプを押す方法も認められています。

・保存期間を通じた改ざん検知ができること。
・各課税期間の任意の期間を指定し、当該期間内に行ったタイムスタンプについて一括検証ができ
ること。

緩和
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３．電子計算機処理ｼｽﾃﾑの要件

ﾀｲﾑ

【３】読み取り情報の保存

読み取った際の解像度・階調・大きさの情報を保存すること。

★一般書類をスキャナ保存する場合★

書類の大きさに関する情報や、カラー保存が不要とされます。

★受領者等がスキャンする場合★

書類の大きさがＡ４サイズ以下のときは大きさの情報は不要です。

【４】ヴァージョン管理

訂正または削除の事実及び内容が確認できること。
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国税関係書類に係る記録事項の入力を行う者またはその者を直接監
督する者に関する情報を確認できるようにしておくこと
なお、平成27年度税制改正において、スキャナで読み取る際に入力
者等の電子署名が不要となりました。

４．入力者等の情報の確認

入力者 監督者

５．スキャニングした書類と帳簿
との関連性の確保

ﾀｲﾑ

国税関係書類に係る電磁的記録の記録事項と、その国税関係書類に
関連する国税関係帳簿の記録事項との間において、相互にその関連
性を確認することができるようにしておくこと。

「関連性を確認することができる」とは

例えば、相互に関連する書類及び帳簿の双方に伝票番号、取引案件番号、工事番号等を付し、その
番号を指定することで、書類又は国税関係帳簿の記録事項がいずれも確認できるようにする方法等
によって関連性を確認できることをいう。
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国税関係書類に係る電磁的記録の保存をする場所に、その電磁的記
録の電子計算機処理の用に供することができる電子計算機、プログ
ラム、映像面の最大径が14インチ以上のカラーディスプレイ及びカ
ラープリンタならびにこれらの操作説明書を備え付け、カラーディ
スプレイの画面に、以下の状態で速やかに出力できること。

①整然とした形式であること。

②国税関係書類と同程度に明瞭であること。

③拡大又は縮小して出力することが可能であること。

④国税庁長官が定めるところにより日本工業規格に規定する４ポイントの大きさの文字を認識するこ
とができること。

６．可視性の確保

【出力要件】
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国税関係帳簿に係る電磁的記録の備付け及び保存に併せて、次に掲
げる書類の備付けを行うこと。ただし、スキャナ保存のための電子
計算機処理に、保存義務者が開発したプログラム以外のプログラム
を使用する場合には①及び②の書類は除かれる。また、スキャナ保
存を他の者に委託している場合は、③の書類が除かれる。

７．システムの概要書等の備付け

①国税関係帳簿に係る電子計算機処理システムの概要を記載した書類
例：システム基本設計書、システム概要書、フロー図、システム変更履歴書

②国税関係帳簿に係る電子計算機処理システムの開発に際して作成した書類
例：システム仕様書、システム設計書、ファイル定義書、プログラム仕様書、プログラムリスト

③国税関係帳簿に係る電子計算機処理システムの操作説明書
例：操作マニュアル、運用マニュアル

④国税関係帳簿に係る電子計算機処理並びに国税関係帳簿に係る電磁的記録の備付け及び保存に関する
事務手続を明らかにした書類
※電子計算機処理を他の者に委託している場合には、その委託に係る契約書となる。
入出力処理の手順、日程及び担当部署並びに電磁的記録の保存等の手順及び担当部署などを明らかに
した書類。

【備付け書類】
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スキャナ保存を行ったデータの記録事項を検索できる、以下に掲げ
る要件を満たす機能を確保しておくこと。

①取引年月日、取引金額、取引先名の３項目に限定

《記録項目の例》
【領収書】領収年月日、領収金額、取引先名称 【注文書】注文年月日、注文金額、取引先名称
【請求書】請求年月日、請求金額、取引先名称 【見積書】見積年月日、見積金額、取引先名称
【納品書】納品年月日、取引先名称

②日付または金額に係る記録項目については、その範囲を指定して条件を設定することができること。

③２以上の任意の記録項目を組み合わせて条件を設定することができること。

④入力データを請求書や領収書など書類の種類別に検索できること。
⇒勘定科目別に検索が可能な場合も充足。

【検索機能の要件】

８．検索機能の確保

金額年月日

緩和

★②③の要件は、検索項目をCSVデータ等にダウンロードできれば代替可能
★④の要件は、廃止
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「※1」 受領者等が読み取る場合、受領後、受領者等が署名の上、特に速やか（おおむね３営業⽇以内）に付す必要あり。
「※2」 受領者等が読み取る場合、読み取る際に付す、⼜は、受領等後、受領者等が署名の上、特に速やか（おおむね３営

業日以内）に付す必要あり。
「※3」 受領者等が読み取る場合、Ａ４以下の書類の⼤きさに関する情報は保存不要

真
実
性
の
確
保

要 件 重要書類 一般書類 令和３年度法改正

⼊⼒期間の制限
(規２⑥一イ、ロ) ○ 2ヶ月＋7営業日以内に統一

書類への自署は廃止

解像度（200dpi以上）
(規２⑥二イ⑴） ○ ○ ○

カラー画像による読み取り
(規２⑥二イ⑵) ○ ⽩⿊でもOK ○

タイムスタンプの付与
(規２⑥二ロ)

○
速やかに付与※1

○
速やかに付与

※2

○
訂正削除の記録が残るシステム

で保存の場合は不要
解像度及び階調情報の保存
(規２⑥二ハ⑴) ○ ○ ○

大きさ情報の保存
(規２⑥二ハ⑵)

○
本人A４以下不要

※3

○
本人A4以下不要 ※3

ヴァージョン管理
(規２⑥二ニ) ○ ○ ○

4.スキャナ保存導入のポイント



Copyright © TOMA Consultants Group Co., Ltd. All Rights Reserved. 29

真
実
性
の
確
保

要 件 重要書類 一般書類 令和3年度法改正

⼊⼒者等情報の確認
(規２⑥三) ○ ○ ○

適正事務処理要件
○

小規模企業者
の特例 ※4

廃止

可
視
性
の
確
保

帳簿との相互関連性の保持
(規２⑥四) ○ ○ ○

⾒読可能装置（14インチ以上等）
(規２⑥五) ○ ⽩⿊でもOK ○

整然・明瞭出⼒
(規２⑥五イ〜ニ) ○ ○ ○

システム開発関係書類等の備付け
(規２⑥七、同２②一) ○ ○ ○

検索機能の確保
(規２⑥六) ○ ○ ○

⽇付、⾦額、取引先に限定

税務署⻑の承認 ○ ○ 廃止 ※５※6

「※4」⼩規模企業者の特例の適⽤を受ける場合（税務代理⼈が定期的な検査を⾏う場合）、相互けんせいの要件は不要
「※5」既に承認済みの申請に対し、令和3年度法改正の要件で運⽤するためには、開始した⽇について、社内で管理・記録

する。業務フロー図や規程の変更も⾏う。（取りやめの届出は不要）
「※6」過去分重要書類については所轄税務署⻑等宛に適⽤届出書の提出が必要。

4.スキャナ保存導入のポイント
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5.電子取引の要件について
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5.電子取引の要件について

保存
要件

検索機能の確保

取引データの種類ごとに取引年⽉⽇、取引⾦額、取引先で検索できること

⽇付または⾦額に関わる記録項⽬については、範囲指定して条件を設定できること

二以上の任意の記録項目を組み合わせて条件を設定できること（and検索）

関連書類の
備え付け システムの概要を記載した書類※自社開発の場合のみ

⾒読性の確保
ディスプレイ、プリンタの備え付け

整然とした形式、明瞭な状態で、速やかに出⼒

措置 ※右記のいずれかの
対応が必要

①タイムスタンプが付された後の授受

②授受後7営業日以内にタイムスタンプを付す
（事務処理規程を定めている場合は、2ヶ月＋7営業日以内）
③データの訂正削除を⾏った場合にその記録が残るシステム⼜は
訂正削除ができないシステムを利⽤

④訂正削除の防⽌に関する事務処理規程の備付け

授受したPDFファイルをファイルサーバに格納するだけでは要件を満たしていません
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5.電子取引の要件について
【１】電子取引とは、取引情報の授受を電磁的方式で行う取引のこと

取引情報とは
●注文書
●請求書
●見積書
●領収書
●契約書

【３】電子取引で授受したデータにおける、所得税・法人税法と消費税法の違い

【所得税・法人税法】
令和４年１月１日以後、書面等に出力しての
保存はできない。全ての電子取引の情報は、
一定の要件を満たした上で電磁的記録で保存
しなければならない。

【留意点】
・令和４年１月１日以後に行う電子取引の取引情報を電磁的記録ではなく出力書面で保存した場合、
青色申告の承認の取消対象となる可能性がある。

電磁的方式とは
●ＥＤＩ取引
●インターネット等による取引
●電子メールにより取引情報を授受する取引
（添付ファイルを含む）

●インターネット上のサイトで授受する取引
※その他これらに準ずる書類に
通常記載される事項

【２】電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存媒体については、保存義務者が任意に
選択可能

サーバ・外部記憶媒体（ＨＤＤ・ＤＶＤなど）・クラウドサービス上などで保存

【消費税法】
令和４年１月１日以後も電磁的記録を書面等に
出力して保存が可能。令和５年１０月から始ま
るインボイス制度導入後も、書面の保存で仕入
税額控除の適用が受けられる。



Copyright © TOMA Consultants Group Co., Ltd. All Rights Reserved. 33

5.電子取引の要件について
【４】タイムスタンプを付与して保存する主なケース

①電子メールにより受領した請求書や領収書等のデータ
・添付のＰＤＦファイル等 ・本文に記載された取引情報の画面キャプチャ

②インターネット上のサイトで提供される請求書や領収書等のデータ
・ダウンロードしたＰＤＦファイル等 ・サイト上に表示された取引情報の画面キャプチャ

③ＦＡＸ機能を持つ複合機で受領したＰＤＦファイル等
④ＤＶＤ等の記録媒体を介して受領した請求書や領収書等のデータ

【５】訂正削除の記録が残るシステム又は訂正削除ができないシステムを利用する主なケース

①電子請求書や電子領収書の授受に係るクラウドサービスを利用
②特定の取引に係るＥＤＩシステムを利用
③各種明細データ等を活用したクラウドサービスを利用

【留意点】
・経費精算システムに添付または電帳法対応システムに保存するなど検索要件を満たした状態
で保存する必要があります。

【留意点】
・クラウドサービス等の利用を中止した場合の対応について事前に検討する必要があります。
・過去７年以上のデータが閲覧・ダウンロードできるか確認する必要があります。
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5.電子取引の要件について
【６】電子取引で授受するデータのケース

電⼦メール

ビジネスにおけるすべての電子メールを保存する必要はない。
注文書・請求書等に通常記載される取引情報が記載されている
電子メールは保存しなければならない。
注文書・請求書等が添付されている場合は、添付ファイルのみを
保存すればよい。
※値引き理由などがメール本⽂にのみ記載されている場合は
メール本文も保存する。

クラウドサービス 請求書等のデータをクラウドサービスにアップロードし、データを授受
する場合は電子取引に該当する。

スマホアプリ決済 アプリ提供事業者から利⽤明細等を受領する⾏為は電⼦取引に
該当するため、要件に従い保存する必要がある。
例）個⼈のスマホで決裁した場合、画面キャプチャを電子保存

従業員の⽴替経費
従業員が会社の経費を⽴て替え、その領収書が電⼦データだった
場合は電子取引として扱う必要がある。
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5.電子取引の要件について
【７】課税期間内に令和４年１月１日を迎える場合

課税期間内に令和４年１月１日を迎える場合であっても、同日以後に行う電子取引の取引情報に
ついては令和３年度税制改正の要件に従って保存する必要がある。

【留意点】
・令和３年１２月３１日までに授受した注文書や請求書等の取引情報を令和４年１月１日以降に
保存する場合は、税制改正後であってもこれまでの要件で保存しなければならない。

課税期間

令和３年４月１日 令和４年３月３１日令和４年１月１日

これまでの保存要件 新しい保存要件

令和３年１２月３１日
に授受した請求書

令和４年１月１日
に授受した請求書

令和４年１月７日に処理

これまでの
要件で保存

税制改正後の
要件で保存
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5.電子取引の要件について
【８】一般的なパソコン、プリンターを使用中で、特別な請求書等保存ソフトを

所持していない場合の保存方法

以下の方法で保存すれば要件を満たしたことになる
① 取引情報のデータ（PDFなど）のファイル名に、規則性をつける。

例）2022年（令和４年）10月31日に株式会社国税商事から受領した110,000円の請求書

「20221031_㈱国税商事_110,000」

② 「取引の相手先」や「各月」など決めたフォルダに格納して保存する。

「㈱国税商事」 「 2022年10月 」

③ 訂正削除の防止に関する事務処理規程を作成し備え付ける。

【留意点】
・税務調査の際に、税務職員からダウンロードが求められたらデータを提出する。
・判定期間に係る基準期間（通常は２年前）の売上高が1,000万円以下の場合、①は不要。
・①の代わりに索引簿を作成し、請求書等のデータを検索する方法も可能。

規程
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5.電子取引の要件について
【９】特別な請求書等保存ソフトを所持していない場合に検索要件を満たす方法

範囲指定、２以上の任意の記録項目を組み合わせて検索できる機能が備わっているエクセル等の
表計算ソフトにより、取引データに係る取引年月日、取引金額、取引先の情報を入力して一覧表
を作成すれば検索要件を満たしたことになる。

【留意点】
・取引年月日は和暦でも西暦でも構わないが、混在は抽出機能の妨げとなるため、統一して入力する。

連番 日付 金額 取引先 備考

①

②

③

④

⑤

⑥

20210131

20210210

20210228

110,000

330,000

330,000

(株)霞商事

国税工務店(株)

国税工務店(株)

請求書

注文書

領収書

【記入例】
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5.電子取引の要件について
【１０】改ざん防止措置について

電子取引に該当する取引データの授受の方法は種々あるため、授受した
データに応じて複数の改ざん防止措置が混在しても問題ない。

【１１】電子データの格納先（保存場所）について

検索の際に整然とした形式及び明瞭な状態で、速やかに出力できるように管理しておけば、
電子データの格納先や保存方法についても、格納先が複数に分かれても問題ない。

保存

【留意点】
・合理的な理由がない状態で規則性なく、保存先を散逸させる行為は認められない。

保存 保存

改ざん防止
システムＡ

改ざん防止
システムＢ

改ざん防止
システムＣ

フォルダＡ フォルダＢ フォルダＣ
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5.電子取引の要件について
【１２】訂正又は削除の履歴の確保要件を満たしているシステムとは

① 物理的に訂正・削除ができない仕様とされているシステム

② 直接訂正または削除を行った場合に、訂正・削除前のデータの記録・保存が行われ、
事後に検索・閲覧・出力ができるシステム

100万円 【修正・削除】

100万円

300万円

修正前後のデータが
記録・保存される

検索・閲覧・
出力ができる

③ 他者のクラウド事業者が提供するクラウドサービスにおいて取引情報を保存し、
利用者側では訂正削除できない、または訂正削除の履歴が全て残るシステムも、
要件を満たしているものと考えられる。

修正前

修正後
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① 取引年月日（その他の日付）、取引金額、取引先を検索条件として設定できる。
② 日付・金額は、範囲を指定して検索できる。
③ ２つ以上の任意の記録項目を組み合わせて検索できる。

検索項目には「ＡかつＢ」「ＡまたはＢ」という組み合わせがあるが、
「ＡまたはＢ」の組み合わせは必要ない。

また、１つの記録項目を検索し、その結果を別の記録項目で絞り込める場合、
要件を満たしていると考えられる。

例）

40

5.電子取引の要件について
【１３】取引情報を保存したデータの検索機能における要件

【留意点】
・電磁的記録について、税務職員による質問検査権に基づくダウンロードの求めに応じられる
場合、②および③の要件は不要。

・判定期間に係る基準期間における売上が1,000万円以下の場合、検索要件の全てが不要。

日付で範囲を指定し検索 その中のある取引先を
ピックアップ

「ＡかつＢ」の検索
ができなくても、
２段階に分けて検索
できる場合は要件を
満たしている。
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6.令和３年度 税制改正について
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「電子帳簿保存法」は、平成10年の施行から徐々に基準が緩和されて

きたが、令和3年度の改正ではこれまでの法令要件を抜本的に覆す大

規模な法改正となる。 ※施行日は令和4年1月1日

令和3年度の税制改正について

１ 承認制度の廃止

２ 優良電子帳簿システムで作成された帳簿データの優遇制度

５ 罰則規定の制定

３ 国税関係書類のスキャナ保存の要件緩和

令和4年は

大きく変わる！

令和３年度税制改正

令和３年度法改正の５つのポイント

４ 電子取引データの保存の厳格化 
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これまで

43

なぜ大幅に改正されるのか？
令和３年度税制改正

紙から電子

これまでは、書面で作成・授受した取引関係書類を電子データ化する

ことが主流だった。今後はデジタル書類をデジタル保存することになり、

業務が格段に適性化・効率化され本来の電子化の恩恵を享受できる

ようになる。

これから

電子から電子
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１ 承認制度の廃止

２ 優良電子帳簿システムで作成された帳簿データの優遇制度 

５ 罰則規定の制定

３ 国税関係書類のスキャナ保存の要件緩和

４ 電子取引データの保存の厳格化 

令和３年度法改正の５つのポイント
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現状では、電子保存の運用を開始する３ヶ月前までに、「承認申請書」、

「事務手続きの概要」を所轄の税務署へ提出しなければならない。

事前承認制度の廃止

令和３年度法改正では、事前承認制度が廃止される。企業にとって事実

上の待機期間であった事前承認制度が廃止され、導入がよりスピーディに。

１ 電子化する証憑の決定

２ 文書管理規定や電子化手順を用意

４ 保存開始３ヶ月前に所轄税務署へ申請書を提出

５ 電子保存開始

３ 電子帳簿保存法対応機器の準備

今回の改正で

廃止が決定

令和３年度税制改正
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① 帳簿データ：令和4年1月1日以降の開始する事業年度から適用

② 書類データ及びスキャナ保存：令和4年1月1日以降に保存を行う

国税関係書類から適用

③ 電子取引の取引情報：令和4年1月1日以降に行う電子取引に適用

承認制度の廃止の適用期間

令和３年度法改正では、財務省令で定める一定の要件を満たせば

当該帳簿書類を書面に出力することなく、電磁的記録（パソコン）で

保存すること ができるようになる。 

→すぐに対応方針を決定する必要あり！

令和３年度税制改正

2021（令和3）年12月31日

までは未適用

2022（令和4）年1月1日

から適用
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１ 承認制度の廃止

２ 優良電子帳簿システムで作成された帳簿データの優遇制度 

５ 罰則規定の制定

３ 国税関係書類のスキャナ保存の要件緩和

４ 電子取引データの保存の厳格化 

令和３年度法改正の５つのポイント
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優良電子帳簿システムとは 令和３年度税制改正

以上、5つの要件すべてを満たしたシステムによって作成された国税関係

帳簿は優良電子帳簿の適用を受けられる。検索機能は、❶取引年月日、

❷取引金額、❸取引先の3項目に限定。日付や金額は範囲指定ができる

こと、その他の項目と組み合わせて条件設定ができることが必須となる。

訂正及び削除の

履歴が残るシステム

見読可能性の

確保

関係書類の

備付け

検索機能の

確保

システム間の

相互関連性の

確保
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保存要件概要
改正前

記録事項の訂正・削除を行った場合には、これらの事実及び内容を確認できる電子
計算機処理システムを使用すること

〇

通常の業務処理期間を経過した後に入力を行った場合には、その事実を確認でき
る電子計算機処理システムを使用すること

〇

電子化した帳簿の記録事項とその帳簿に関連する他の帳簿の記録事項との間にお
いて、相互にその関連性を確認すること

〇

システム関連書類等(システム概要書、システム仕様書、操作説明書、事務処理マ
ニュアル等)を備え付けること

〇

保存場所に、電子計算機(パソコン等)、プログラム、ディスプレイ、プリンタ及びこれらの
操作マニュアルを備え付け、画面・書面に整然とした形式及び明瞭な状態で速やか
に出力できるようにしておくこと

〇

検
索
条
件

①
取引年月日、勘定科目、取引金額その他のその帳簿の種類に応じた
主要な記録項目により検索できること
⇒改正後、記録項目は取引年月日、取引金額、取引先に限定

〇

② 日付又は金額の範囲指定により検索できること 〇

③ 二つ以上の任意の記録項目を組み合わせた条件により検索できること 〇

税務職員による質問検査権に基づく電磁的記録のダウンロードの求めに応じることが
できるようにしていること

-

改正後

優良 その他

〇 -

〇 -

〇 -

〇 〇

〇 〇

〇 -

〇※1 -

〇※1 -

-※1 〇

※1保存義務者が、税務職員による質問検査権に基づく電磁的記録のダウンロードの求めに応じることができるようにしている場合には、
 検索要件のうち②③の要件が不要となります。

優良電子帳簿システムとは 令和３年度税制改正
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① 仕訳帳及び総勘定元帳を優良電子帳簿で作成・保存することで、

所得税の青色申告特別控除の控除額65万円の適用を受けられる。

※優良電子帳簿の適用には、あらかじめ納税地の所轄税務署長に

 届け出することが必要となる。※帳簿の一部ではNG

 ② 優良電子帳簿を使用し、当該国税関係帳簿の作成・保存がなされた

場合、所得税・法人税または消費税にかかる修正申告・更生など、

申告漏れに課される過少申告加算税が10％から5％減免される。

※ただし、仮装隠蔽行為があった場合は減免対象とはならない。

50

優良電子帳簿の優遇措置
令和３年度税制改正
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１ 承認制度の廃止

２ 優良電子帳簿システムで作成された帳簿データの優遇制度

５ 罰則規定の制定

３ 国税関係書類のスキャナ保存の要件緩和 

４ 電子取引データの保存の厳格化 

令和３年度法改正の５つのポイント
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その１ タイムスタンプの緩和

１
現行制度で３日以内である、タイムスタンプの付与期間を

記録事項の入力期間である最長約２ヶ月以内に緩和。

スキャナ保存の要件が大幅緩和 

２
受領者がスキャナで読み取る際に行っていた

国税関係書類への自署が不要。

３
電子保存したデータについて訂正又は削除を行った事実と

その内容を確認できるシステム（訂正又は削除を行うことが

できないシステムを含む。）において、その電磁的記録の保存

を行うことをもって、タイムスタンプの付与に代えることが可能。

⇒タイムスタンプの付与が絶対必要条件ではなくなった。

令和３年度税制改正
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その２ 適性事務処理要件の廃止 

書類の受領者、経理担当者等、

それ以外の第３者、合計３名で

書類のチェック体制を構築する

スキャナ保存の要件が大幅緩和 

【相互けん制】

【定期的なチェック】

【再発防止策】

１年に１回以上、処理内容の

定期検査の実施。定期検査終

了まで原本を破棄は不可。

検査により不備が発覚した

場合、経営者を含む幹部に

報告の上、原因の究明及び

改善策を構築する体制を整備。

令和３年度税制改正
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その３ 検索要件の緩和

1．取引年月日、勘定科目、取引

金額、その他国税関係帳簿の

種類に応じた主要な記録項目

を検索条件として設定。

2．日付または金額の記録項目を

範囲指定で検索できること。

3．２つ以上の任意の記録項目を

組み合わせて検索できること。

4．請求書や領収書など、書類を

種類別に検索できること。

（勘定科目別に検索できる

場合も可）

スキャナ保存の要件が大幅緩和

現在の検索要件

１．検索項目は取引等の

    年月日、取引金額、

    取引先の３項目に限定。

２．範囲指定や複数項目の

    組み合わせ検索機能は、

    条件付きで不要。

  ※条件：国税庁等が電子データの

     ダウンロードを求めた場合に

     対応すること

新たな検索要件

令和３年度税制改正
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１ 承認制度の廃止

２ 優良電子帳簿システムで作成された帳簿データの優遇制度 

５ 罰則規定の制定

３ 国税関係書類のスキャナ保存の要件緩和

４ 電子取引データの保存の厳格化 

令和３年度法改正の５つのポイント
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取引データの措置

56

電子取引データの保存の厳格化 
令和３年度税制改正

電子取引データの取り扱いには、以下の❶〜❹の措置が必要となる。

❶ タイムスタンプを付与した

後にデータを授受する

❷ 取引データ授受後、２ヶ月以

内にタイムスタンプを付与

❸ 訂正削除不可、又は訂正削

除履歴が残るデータの授受

❹ 訂正削除の防止に関する事

務処理規程の備付け

注意

メールで取引データをやり取りする際には❶〜❹の措置が行われて

いないケースが多い。そのため、適正な保存ができるよう社内規程の

整備が必要。 これまでは書面に出力しての整理保存が

可能だったが、令和4年以降は書面保存ができなくなる。

メールで取引データの授受をする場合



Copyright © TOMA Consultants Group Co., Ltd. All Rights Reserved. 57

電子取引データの保存の厳格化 

データの保存要件

令和３年度税制改正

電子取引データは以下の要件に従っての保存が必要となる。

❶ 電子取引データの授受システムの概要書や、データを

閲覧・出力するためのマニュアルを備付ける。

❷ 保存期間中は、電子取引データを14インチ以上の

ディスプレイ、プリンタに整然かつ明瞭な状態で出

力できるようにする。

❸ 取引の年月日、金額、取引先の3項目で検索できるようにする。

検索は範囲指定ができること、取引先名称も含め

2以上の項目で複合条件設定ができるようにする。
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電子取引の取引情報にかかる
電磁的記録の保存制度の緩和

スキャナ保存制度と同様にタイムスタンプの

付与は最長約２ヶ月以内に緩和。

検索要件は取引等の年月日・取引金額・取引先の

３項目に限定。

判定期間における売上高が1000万円以下で

ある場合、税務調査時等で電子データの

ダウンロード要求に応じれば、検索要件の

全てが不要。

令和３年度税制改正
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１ 承認制度の廃止

２ 優良電子帳簿システムで作成された帳簿データの優遇制度 

５ 罰則規定の制定

３ 国税関係書類のスキャナ保存の要件緩和 

４ 電子取引データの保存の厳格化 

令和３年度法改正の５つのポイント
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不備が発覚した場合、
重加算税の対象に

電子保存された事項に関して、隠蔽、仮装された事実に

基づく期限後申告、修正申告または更生などがあった場合、

通常課される重加算税の額にさらに当該申告漏れに対する

税額の10％相当の金額が加算される。

その他、新たに定められる要件

❶ タイムスタンプ要件について、２か月を超過した場合もタイムスタンプを

    付与してスキャナ保存する。 ※紙原本の保存だけではNG

❷ 電子取引は必ず電子帳簿保存法の要件を満たした状態で電子保存する。 

❸ 要件を満たしていない請求書等の電子データは、税法上の保存書類と認め

られないため、青色申告や連結納税の承認の取り消し処分のリスクがあります。

令和３年度税制改正
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現在は・・

❶ 改ざんや隠蔽を防止するための手順や規程の整備などが要求されている。

❷ 事前承認制度によりシステムや管理体制が構築されている企業のみに

電子保存を認める。

❸ 安易に電子保存を認めないことで、不適切な運用を排除。

これからは・・ 令和４年１月以降

❶ 事前承認制度を廃止し、要件も大幅緩和。

❷ 「利用システムが要件を満たしているか？」 「手順は適切であるか？」

「改ざん防止の対策は十分か？」などの判断は各企業に委ねられる。

❸ 万が一、不備が発覚した場合は、罰則により取り締まる。

令和３年度税制改正
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【アンケート】
電子帳簿保存法への対応は検討していますか？
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①既に対応プロジェクトが発足している

②1ヶ月以内にプロジェクト発足予定

③予定はしているが時期は決まっていない

④まだ何も決まっていない
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7.電子帳簿保存法対応コンサルティング
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診断・分析フェーズ システム導入・運用体制構築フェーズ

プロジェクト全体管理

現状業務フローのヒアリング・業務フロー図の作成

電子帳簿保存法対応システムの選定

投資対効果の分析・診断報告書の作成

電子化対象帳簿・書類の選定 システム導入支援

運用ルール・マニュアル作成支援

運用体制の構築支援

システム化スケジュールの作成

業務フロー図の作成

事務処理規程等の社内規程作成

コンサルティング内容

7.電子帳簿保存法対応コンサルティング
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お⾒積り

面談回数 目標期間 面談時間 報酬額

第１フェーズ（診断・分析） 2～10回 2～3か月 2～3時間／回
600,000円

～3,000,000円

第１フェーズ（診断・分析）

＊業務フロー図、診断・分析報告書、システム化スケジュールを作成します。

＊第１フェーズの報告時に具体的なプランをご提出いたします。

面談回数 目標期間 訪問時間 報酬額

第２フェーズ（システム導入・運用体制構築） 2～10回 2～3ヶ月 2～3時間／回
600,000円

～3,000,000円

7.電子帳簿保存法対応コンサルティング

第２フェーズ（システム導入・運用体制構築）

★本お見積りには消費税、交通費、宿泊代は含まれておりません（別途ご請求させていただきます）。
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★お支払方法：発注月の翌月末までに半金お支払、役務提供完了月の翌月末までに残金お支払
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電子帳簿保存法対応コンサルティング for 楽楽精算

１．電子帳簿保存法対応コンサルティング for楽楽精算  60万円（税別）
①Web面談︓2時間×2回 ヒアリングおよび運用体制の構築支援
②対象書類︓受領する領収書および請求書
③納品物 ︓「スキャナ/電子取引による電子化保存規程」 「業務フロー図」
④期間 ︓ご発注から3ヵ月間
⑤相談対応︓期間中の電話・メールによるサポート

２．電子取引の電子帳簿保存法対応サービス ※社員数200名未満   
（１）基本サービス 10万円（税別）
【ご提供資料】

①電子取引の電子帳簿保存法対応マニュアル ※説明動画付き
②電子取引棚卸表/コンサルタントへの質問リスト（Excel）
③電子取引データの電子保存規程サンプル
④訂正及び削除の防止に関する事務処理の規程サンプル

【メール相談サービス】
①コンサルタントへのメール相談︓ご発注から３ヵ月間
②「電子取引棚卸表/コンサルタントへの質問リスト」を⼊⼒してメール相談
③電子取引の形態に応じた保存方法のアドバイス・質問への回答
④規程作成のご相談対応

（２）Web面談/規程作成オプション 20万円（税別）
①Web面談による相談対応 ２時間×１回
②規程の作成代⾏またはレビュー

★本お見積りには消費税、交通費、宿泊代は含まれておりません（別途ご請求させていただきます）。

★お支払方法：発注月の翌月末までに半金お支払、役務提供完了月の翌月末までに残金お支払
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8.帳票電子化コンサルティング
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電子化するのは国税関係帳簿書類だけで大丈夫ですか？

帳票電子化コンサルティングのご案内

稟議書や回覧書類

国税関係帳簿書類

請書・契約書

その他一般書類

見積書・発注書・
その他帳票

様々な帳票の電子化における
課題の可視化・システム導入支援・運用サポートまで

まるっとすべてご対応します！

ワークフローシステム
の導入

電子帳簿保存法
に対応した電子化

電子契約システム
の導入

文書管理システム
の導入

システム導入による
データベース管理
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コンサルティング内容

帳票の棚卸しを行うことで全体像を把握し、課題の抽
出や優先順位付けを行います。
帳票・業務の可視化をすることにより、標準化、効率
化が実現可能となります。

ヒアリング
帳票・業務の
可視化

課題抽出

改善提案

課題に対する
システム選定

システム
導入支援

運用ルール

策定

改善効果

効率化 費用削減 品質向上 ﾘｽｸ回避 付加価値

1 0全社 全社 電子承認システムの導入

現在紙で押印して承認を回している
・ExcelやWordで作成した帳票を印
刷している
・元の資料が紙

ワークフローシステムの導入を行
い、社外からでも押印、回覧をでき
るようにする

おすすめするシステム ※別紙導入
提案システム一覧で詳細説明
・DocuWorks
・kintone

・社内承認の円滑化
・出力する紙の削減
・社外待機時間や移動時間の有効活
用

〇 〇 - - 〇

5 0全社 全社
Excel・Word帳票のデータ
ベース化

・帳票単位で管理している為データ
の活用ができていない
・類似した帳票を作成する場合、二
重入力の手間がある

Excel、Wordで作成している見積や
注文について、システムに入力して
データベース管理をできるように
し、書類作成の時間単出、システム

おすすめするシステム ※別紙導入
提案システム一覧で詳細説明
・kintone
・salesforce

・過去データから集計を行い分析す
ることでできる
・過去書類の探索時間の削減
・データ破損のリスク回避、変更履

〇 - 〇 〇 〇

6 0全社 全社
基幹システム外業務のシス
テム化

・基幹システム外の帳票が全て
Excel、Word、紙で管理されている
・システムで出力できないフォー
マットがある為、基幹システムが利

基幹システム外で管理・作成されて
いるエクセルやワードの帳票のシス
テム化をしたい
例えば先方指定の見積者や納品書な

おすすめするシステム ※別紙導入
提案システム一覧で詳細説明
・kintone
・salesforce

・過去データから集計を行い分析す
ることでできる
・過去書類の探索時間の削減
・システムで出力できなかった帳票

〇 - 〇 - 〇

19 0全社 全社
基幹システムの改善
（見積・販売・債権管理）

・見積管理システム（SugarCRM）
ではすべての見積が入力されていな
い（見積書の出力が正確にできな
い、成約台帳として利用できない等

・基幹システムの改修またはリプレ
イスを行う
・共有アカウントをやめて１人１ID
配布する

見積管理システム上ですべての見積
が集約されるように、各部署が見積
情報を入力しやすいシステムを
kintoneまたはExcelで構築する。構

・二重管理がなくなり、全ての情報
を管理できるようになる
・操作性の改善
・フォーマットの統一化

〇 - 〇 - 〇

25 0全社 全社 成約台帳のシステム管理

成約台帳について、見積管理システ
ムで管理する予定であったが、各課
の管理項目に合わず、現状各部署は
固有のExcelまたは紙のノートで管理

各課が管理する上で必要な管理項目
が入ったシステム上で、成約情報の
管理をしていけるようにする

提案１：
見積管理システムを改修して、各部
各課が成約台帳として利用できるシ
ステムにする

・二重管理がなくなり、全ての情報
を管理できるようになる
・正確なデータ分析が出来るように
なり業務改善につながる

〇 - 〇 - 〇

28 0全社 全社
新規取引先データ登録後の
通知

新規取引先データ登録依頼の申請を
した後、各システムへの登録依頼後
に通知がこないため、各システムを
自身で確認しにいかなければ行けな

登録完了した旨を、申請者に通知で
きるようにする

提案１：
メールまたはチャットなどで、登録
した旨を申請者に連絡する
提案２：

・対応時間の削減
・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ時間の削減

〇 - - - -

29 0全社 全社
営業費追加予算のアラート
管理

営業費追加予算について、予算を超
えることがある

予算を簡単に確認できるようにし、
予算が超えそうな場合はアラートを
出す

楽々精算またはExcel、その他システ
ムで管理し、営業費用の管理や予算
が超える前にアラートを出せるよう
にする

・対応時間の削減
・営業費削減

〇 〇 - - -

33 0全社 全社 Sugarの機能改善

・シュガー（システム）、引合台帳
（Excel）、取引先指定フォームへの
入力に重複がある
・他システムと連携していないので

・重複入力をできる限り無くす
・データ利用できるようにする
・操作性、印刷機能を改善する
・入出金の管理を出来るようにする

・改善要望を洗い出し、Sugarの機能
改修を行う
・見積管理はsalesforceまたは
kintoneに移行し、

・入力時間削減
・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ時間削減
・操作性向上
・フォーマットの統一化

〇 - 〇 - -

43 5企画本部 経理部主計課
固定資産台帳の活用
（GLOVIA）

・資産ごとにExcelのフォーマットが
異なっている
・属人化している
・使い方が分からない

統一フォーマットを作成する
固定資産台帳を運用していくことで
データ共有、管理ができるようにす
る

統一フォーマットを作成し、固定資
産台帳を運用していく

・フォーマットの統一化
・属人化回避
・システム活用

〇 - 〇 〇 -

49 8企画本部 法務室
安全保障貿易輸出管理シス
テム

・紙で管理している
・作成、過去データの検索に時間が
掛かっている

データベース管理していく

データベース管理できるシステムを
導入する
・kintone
・日立ソリューションズ製システム

・作成時間削減
・検索性向上

〇 - - - 〇

51 9管理本部 総務人事部総務課経費予算の管理
・経費の支払額が自分の申請分しか
見れず、部門の予算残が把握できな
い

・経費予算管理をできるようにする
経費予算管理を楽楽精算またはExcel
などで管理していく

・対応時間削減
・予算意識による経費削減

〇 〇 - - -

課題
No

部門
No 課題内容課題概要 現状（As-Is）と問題点 具体的改善案本部 部門

効果

全体No 部門No本部 部門 業務内容 帳票名 利⽤頻度 希望する運用や導入したいシステム 問題点分類 ヒアリング内容 問題の切り分け

001 1 監査室 監査室 社内監査（報告時） 社内監査報告書鑑（被監査部門が本店部課の場合） 月に複数回

捺印があるため、在宅勤務に適さない。レ
ポートラインが決まっているので、電子化に
することで対応したい。紙ベースの際、回
覧中に社⻑、社⻑室⻑、監査等委員か
ら書面に直に記載されるコメントなどは、
電子化した場合どのように対応できるのか
確認したい。

社内承認が紙運用
捺印時、コメントや説明を求められることが
ある システム

002 1 監査室 監査室 社内監査（報告時） 社内監査報告書鑑（被監査部門が支店部課の場合） 月に複数回

捺印があるため在宅勤務に適さない。レ
ポートラインが決まっているので、電子化に
することで対応したい。紙ベースの際、回
覧中に社⻑、社⻑室⻑、監査等委員か
ら書面に直に記載されるコメントなどは、
電子化した場合どのように対応できるのか
確認したい。

社内承認が紙運用

003 1 監査室 監査室 社内監査(報告時） 監査結果一覧 月に複数回 捺印もないので電子化するこでペーパーレ
スとしたい、

紙保存
Excel・Word・紙運用

004 1 監査室 監査室 社内監査(報告時） 案件一覧表 月に複数回 捺印もないので電子化するこでペーパーレ
スとしたい、

紙保存
Excel・Word・紙運用

005 1 監査室 監査室 社内監査(報告時） 売買契約チェックリスト 月に複数回
現状捺印欄を設けているため在宅勤務に
適してないが、レポートラインが決まってい
るので、電子化にすることで対応したい。

社内承認が紙運用
紙保存
Excel・Word・紙運用

捺印機とは︖ システム

006 1 監査室 監査室 社内監査(報告時） 改善報告書 年数回

監査室が発信者になる書類ではないが、
社内監査報告書からの一連の業務となる
ため、記載している。また、レポートラインが
決まっているので電子化することで対応し
たい。

異なるフォーマット
社内承認が紙運用
紙保存
社内ルール・規定の問題

雛形の共有がされていない システム
運用・ルール

007 1 監査室 監査室 社内監査（事前準備） 案件一覧表 月に複数回
販売系システムをリモートで使用すること
で、在宅にて可能な業務となる。

Excel・Word・紙運用
既存システムの問題

基準は︖
リスクが高そうな案件を抽出している
手作業で抽出しているが時間は掛かって
いない複数条件を元に、監査対象の案
件を抽出している

システム

008 1 監査室 監査室 社内監査（事前準備） 売買契約チェックリスト 毎日
販売システム、与信システムをリモートで使
⽤することで、在宅にて可能な業務とな
る。

既存システムの問題 システム

009 1 監査室 監査室 社内監査（実施） 売買契約チェックリスト 毎日

実際に営業部課より提出された書類を精
査するため、現状では、在宅にてこの業務
を実施できない。主要な営業書類が電子
化やPDF化されてパソコン上で確認できる
ことで、在宅勤務での業務ができる可能
性がある。

紙保存 営業部の資料が電⼦化されないとリモート
対応は難しい

システム

成果物① 帳票棚卸表・課題一覧表 成果物② 業務改善報告書

ヒアリング、課題一覧表を通じて、現状分析及び問
題点を抽出し、改善策をご提示させていただきます。
電子化の指針となる報告書を作成いたします。

第１フェーズ

帳票・業務の可視化

第２フェーズ

システム導入支援
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関税関係書類の電⼦帳簿保存

輸入 輸出

帳簿

記載事項

品名、数量、価格、
仕出人の氏名（名称）
輸入許可年月日、許可番号

品名、数量、価格
仕向人の氏名（名称）
輸出許可年月日、許可番号

保存期間
7年間
※輸入許可の日の翌日から起算

5年間
※輸出許可の日の翌日から起算

書類（授受)

書類の内容

輸入許可貨物の契約書
運賃明細書、保険料明細書
包装明細書、価格表
製造者又は売渡人の作成した仕出人との間
の取引についての書類
その他輸入の許可を受けた貨物の課税標準
を明らかにする書類

仕入書及び輸出許可貨物に係る取引に
関して作成し、又は受領した書類

保存期間
5年間
※輸入許可の日の翌日から起算

5年間
※輸出許可の日の翌日から起算

電子取引

電磁的記録の内容

電子取引を行った場合における当該電
子取引の取引情報
（取引に関して授受する注文書、契約
書等に通常記載される事項）

電子取引を行った場合における当該電
子取引の取引情報
（取引に関して授受する注文書、契約
書等に通常記載される事項）

保存期間
5年間
※輸入許可の日の翌日から起算

5年間
※輸出許可の日の翌日から起算

帳簿書類の保存対象
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関税関係書類の電⼦帳簿保存

帳簿

訂正・削除履歴の確保

①データを直接に訂正し又は削除することができるが、その事実及び内容が自
動的に記録されるシステムを使用する。
②データを直接に訂正し又は削除することができないシステムを使用し、訂正
又は削除は、いわゆる反対仕訳を入力することにより行う。

追加入力した事実の確認

①入力データに入力年月日の情報を自動的に付加する（付加した情報を訂正し
又は削除することができない）システムを使用する。
②入力データに個々のデータを特定することができる情報（一連番号や伝票番
号等を自動的に付加する（付加した情報を訂正し又は削除することができな
い）システムを使用する。

検索項目 品名、数量、価格、仕出人（仕向人）、許可年月日、許可書の番号

検索要件
①日付又は金額に係る記録項目は、その範囲を指定して条件を設定することが
できる。
②二以上の記録項目を組み合わせて条件を設定することができる。

書類（作成）

検索項目 取引年月日

検索要件 日付けに係る記録項目は、その範囲を指定して条件を設定することができる。

スキャナ
電子取引

検索項目
品名、数量、価格、仕出人（仕向人）、取引年月日
⇒取引年月日その他の日付、取引金額、取引先名（令和４年１月から）

検索要件
①日付又は金額に係る記録項目は、その範囲を指定して条件を設定することが
できる。
②二以上の記録項目を組み合わせて条件を設定することができる。

保存要件（抜粋︓国税関係書類と異なる点および留意点）
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